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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第63期

第１四半期連結
累計(会計)期間

第64期
第１四半期連結
累計(会計)期間

第63期

会計期間 
自平成21年１月１日
至平成21年３月31日

自平成22年１月１日
至平成22年３月31日

自平成21年１月１日
至平成21年12月31日

売上高 （千円） 9,252,751 11,168,26849,892,645

経常利益又は経常損失（△） （千円） △546,185  709,100 2,263,749

四半期（当期）純利益又は四半期

純損失（△）
（千円） △677,903  447,973 642,545

純資産額 （千円） 32,506,62532,756,39432,929,354

総資産額 （千円） 46,491,36648,419,06247,391,931

１株当たり純資産額 （円） 1,184.17 1,193.28 1,199.58

１株当たり四半期（当期）純利益

金額又は１株当たり四半期純損失

金額（△）

（円） △24.70 16.32 23.41

潜在株式調整後１株当たり四半

期（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 69.9 67.7 69.5

営業活動による

キャッシュ・フロー
（千円） △176,969 △566,765 3,727,055

投資活動による

キャッシュ・フロー
（千円） △699,195 △452,893 △1,829,293

財務活動による

キャッシュ・フロー
（千円） △693,746 △1,661 △801,949

現金及び現金同等物の

四半期末（期末）残高
（千円）  9,306,570 10,819,62711,887,019

従業員数 （人） 5,190 5,333 5,472

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記

載しておりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

３．第63期第１四半期連結累計（会計）期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株

当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。第63期及び第64期第１

四半期連結累計（会計）期間の潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載しておりません。
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２【事業の内容】

　  当第１四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、

    重要な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

３【関係会社の状況】

当第１四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

平成22年３月31日現在

従業員数（人） 5,333(352)

（注）従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は（　）内に当第１四半期連結会計期間の平

均人員を外数で記載しております。

(2）提出会社の状況

平成22年３月31日現在

従業員数（人） 1,046(342)

（注）従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は（　）内に当第１四半期会計期間の平均人

員を外数で記載しております。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　当第１四半期連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりで

あります。

事業の種類別セグメントの名称 生産高（千円） 前年同四半期比（％）

写真関連事業 6,598,660 120.0

レンズ関連事業 2,914,114 143.7

特機その他事業 2,028,919 98.3

計 11,541,694 120.3

（注）１．金額は販売価格によっております。

２．上記の金額に消費税等は含まれておりません。

(2）受注状況

　当第１四半期連結会計期間における受注状況を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであ

ります。

事業の種類別セグメントの
名称

受注高（千円）
前年同四半期比
（％）

受注残高（千円）
前年同四半期比
（％）

写真関連事業 － － － －

レンズ関連事業 3,203,699 99.1 2,474,019 114.7

特機その他事業 － － － －

計 3,203,699 99.1 2,474,019 114.7

（注）上記の金額に消費税等は含まれておりません。

(3）販売実績

　当第１四半期連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであ

ります。

事業の種類別セグメントの名称 販売高（千円） 前年同四半期比（％）

写真関連事業 6,772,793 137.5

レンズ関連事業 2,547,478 95.3

特機その他事業 1,847,997 111.7

計 11,168,268 120.7

（注）１．上記の金額に消費税等は含まれておりません。

２．主な相手先の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合

相手先
前第１四半期連結会計期間 当第１四半期連結会計期間

販売高（千円） 割合（％） 販売高（千円） 割合（％）

（株）ニコン － － 1,957,64617.5

索尼数字産品（無錫）有限公司 － － 1,254,23411.2

ソニーイーエムシーエス（株） 2,001,07221.6 － －

（注）総販売実績に対する割合が100分の10未満の相手先に対する販売高及び割合は、記載を省略しております。　
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２【事業等のリスク】

当第１四半期連結会計期間において新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。　

３【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1）業績の状況

当第１四半期連結会計期間（平成22年１月１日～平成22年３月31日）における世界経済を概観しますと、

米国経済は、雇用情勢に薄明かりが見え始める等、緩やかな回復モードに入ったようですが、欧州経済は、ギ

リシャの財政問題等もあり、先行き不透明な状況が続きました。中国経済は内需を中心に２ケタ成長となる

等、引き続き堅調に推移いたしました。

一方わが国経済は、企業収益の改善が続き、消費者マインドも横ばいで推移する等、景気は持ち直しの兆し

が見られました。

当社グループ関連市場におきましては、大規模な生産、出荷調整が行われた前年同期に比べ、デジタルスチ

ルカメラは一眼レフタイプ、コンパクトタイプともに大幅な増加となりました。

このような状況の下、当社グループの当第１四半期連結会計期間における経営成績は、主に主力事業であ

る写真関連事業が堅調に推移したことにより、売上高は111億68百万円（前年同期比20.7％増）となりまし

た。利益面につきましては、売上高の増加に加え、昨年後半からの原価低減効果もあり、営業利益７億５百万

円（前年同期は営業損失４億85百万円）、経常利益７億９百万円（前年同期は経常損失５億46百万円）、四

半期純利益４億47百万円（前年同期は四半期純損失６億77百万円）と大幅な改善となりました。

事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。

(写真関連事業) 

写真関連事業は、自社ブランド製品は高倍率ズームレンズを中心に前年同期比売上を伸ばし、ＯＥＭ関

連も市場の回復に伴い大幅な増収となりました。

このような結果、写真関連事業の売上高は67億72百万円（前年同期比37.5％増）となり、営業利益は

増収による売上総利益の増加等により、５億37百万円（前年同期比162.1％増）となりました。

(レンズ関連事業) 

レンズ関連事業は、主力のコンパクトデジタルカメラ用レンズユニットの売上高は前年同期並みとな

りましたが、中高級機種市場の回復もあり、高付加価値機種の販売が好調に推移しました。

このような結果、レンズ関連事業の売上高は25億47百万円（前年同期比4.7％減）となり、営業利益は売

上総利益率の大幅な改善等により、３億70百万円（前年同期は営業損失３億89百万円）となりました。

(特機その他事業) 

特機その他事業は、主にＣＣＴＶカメラ用レンズが設備投資等の回復に伴い増収となりました。

このような結果、特機その他事業の売上高は18億47百万円（前年同期比11.7％増）となり、営業利益は

増収による売上総利益の増加等により、２億54百万円（前年同期比43.3％増）となりました。
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所在地別セグメントの業績は次のとおりであります。

①日本 

国内は写真関連事業が増収となったことから、売上高は99億８百万円（前年同期比21.8％増）とな

り、営業利益は８億13百万円（前年同期は営業損失４億30百万円）となりました。

②北米 

北米は写真関連事業が減収となったことから、売上高は９億95百万円（前年同期比6.5％減）となり、営

業利益は12百万円（前年同期は営業損失18百万円）となりました。

③欧州

欧州は写真関連事業が増収となったことから、売上高は16億73百万円（前年同期比5.5％増）となり、営

業利益は94百万円（前年同期比2.8％増）となりました。

④アジア 

アジアは主に、中国における生産高が増加したことから、売上高は62億89百万円（前年同期比40.8％

増）となり、営業利益は５億23百万円（前年同期比160.2％増）となりました。

（2）財政状態の分析

当第１四半期連結会計期間末の総資産は484億19百万円となり、前連結会計年度末に比べ10億27百万円増

加いたしました。うち、流動資産が13億87百万円増加し、319億18百万円となりました。これは主に現金及び預

金が10億67百万円減少した一方、受取手形及び売掛金が10億87百万円、仕掛品が10億98百万円それぞれ増加

したことによるものであります。固定資産は３億60百万円減少し、165億円となりました。これは主に有形固

定資産が１億65百万円減少したことによるものであります。

また負債は156億62百万円となり、前連結会計年度末に比べ12億円増加いたしました。うち、流動負債が６

億27百万円増加し、125億31百万円となりました。これは主に買掛金が２億29百万円、短期借入金が89百万円

それぞれ増加したことによるものであります。固定負債は、５億72百万円増加し、31億31百万円となりまし

た。これは主に長期借入金が６億10百万円増加したことによるものであります。

純資産は、327億56百万円となり前連結会計年度末に比べ１億72百万円減少いたしました。これは主に利益

剰余金が２億38百万円減少したことによるものであります。

（3）キャッシュ・フローの状況

当第１四半期連結会計期間における現金及び現金同等物の期末残高は、前連結会計年度末に比べ10億67百

万円減少し、108億19百万円となりました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

税金等調整前四半期純利益が７億10百万円、減価償却費が７億48百万円となった一方、売上債権の増加

額が12億２百万円、たな卸資産の増加が12億79百万円となったこと等により、営業活動によるキャッシュ

・フローは、５億66百万円の支出（前年同期は１億76百万円の支出）となりました。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

有形固定資産の取得による支出が４億26百万円となったこと等により、投資活動によるキャッシュ・フ

ローは４億52百万円の支出（前年同期は６億99百万円の支出）となりました。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

長期借入金による収入が10億１百万円あった一方、配当金の支払額が６億86百万円、長期借入金返済に

よる支出が３億15百万円となったこと等により、財務活動によるキャッシュ・フローは１百万円の支出

（前年同期は６億93百万円の支出）となりました。

(4）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更及び新たに生じた課

題はありません。 

(5）研究開発活動

当第１四半期連結会計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、７億２百万円であります。

なお、当第１四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【設備の状況】

(1）主要な設備の状況

当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

(2）設備の新設、除却等の計画

当第１四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はあり

ません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 80,000,000

計 80,000,000

　

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成22年３月31日）

提出日現在発行数
（株）

（平成22年５月13日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 28,235,000 28,235,000
東京証券取引所

（市場第一部）
単元株式数100株

計 28,235,000 28,235,000 － －

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

（３）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数(株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成22年１月１日～

平成22年３月31日
 － 28,235,000  － 6,923,075 － 7,432,300

（５）【大株主の状況】

大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握してお

りません。
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（６）【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないた

め、記載することができないことから、直前の基準日（平成21年12月31日）に基づく株主名簿による記載を

しております。 

①【発行済株式】

平成21年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　  784,100 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 27,446,000 274,460 －

単元未満株式 普通株式　　  4,900 － １単元（100株）未満の株式

発行済株式総数 28,235,000 － －

総株主の議決権 － 274,460 －

（注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が4,000株（議決権個数で40個）

含まれております。

②【自己株式等】

平成21年12月31日現在

所有者の氏名

又は名称
所有者の住所

自己名義所有

株式数（株）

他人名義所有

株式数（株）

所有株式数の

合計（株）

発行済株式総数に

対する所有株式数

の割合（％）

株式会社タムロン
埼玉県さいたま市見

沼区蓮沼1385番地
784,100 － 784,100 2.77

計 － 784,100 － 784,100 2.77

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成22年
１月

２月 ３月

最高（円） 1,093 1,334 1,598

最低（円） 932 1,010 1,277

（注）最高・最低株価は東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

３【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前第１四半期連結累計期間（平成21年１月１日から平成21年３月31日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表

規則に基づき、当第１四半期連結会計期間（平成22年１月１日から平成22年３月31日まで）及び当第１四半期連結累

計期間（平成22年１月１日から平成22年３月31日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成してお

ります。

　

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第１四半期連結累計期間（平成21年１月１日から平

成21年３月31日まで）に係る四半期連結財務諸表並びに当第１四半期連結会計期間（平成22年１月１日から平成22

年３月31日まで）及び当第１四半期連結累計期間（平成22年１月１日から平成22年３月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、監査法人和宏事務所による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年３月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 10,819,627 11,887,019

受取手形及び売掛金 10,654,761 9,566,922

製品 4,430,086 4,323,744

仕掛品 2,347,112 1,248,922

原材料及び貯蔵品 1,524,197 1,479,295

繰延税金資産 897,024 916,514

その他 1,300,204 1,165,739

貸倒引当金 △54,895 △57,496

流動資産合計 31,918,119 30,530,662

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 8,411,199 8,461,764

減価償却累計額 △4,475,478 △4,399,799

建物及び構築物（純額） 3,935,721 4,061,964

機械装置及び運搬具 12,836,885 12,688,540

減価償却累計額 △7,543,682 △7,363,708

機械装置及び運搬具（純額） 5,293,203 5,324,832

工具、器具及び備品 12,550,988 12,451,142

減価償却累計額 △10,491,667 △10,224,678

工具、器具及び備品（純額） 2,059,320 2,226,463

その他 1,218,492 1,059,376

有形固定資産合計 12,506,736 12,672,637

無形固定資産 1,078,573 1,156,808

投資その他の資産

投資有価証券 1,334,553 1,190,926

繰延税金資産 530,538 701,044

その他 1,119,873 1,209,123

貸倒引当金 △69,332 △69,271

投資その他の資産合計 2,915,632 3,031,822

固定資産合計 16,500,942 16,861,268

資産合計 48,419,062 47,391,931
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（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年３月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年12月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 3,966,235 3,736,609

短期借入金 5,404,805 5,315,065

未払法人税等 144,272 103,370

役員賞与引当金 12,500 10,300

その他 3,003,751 2,738,806

流動負債合計 12,531,565 11,904,151

固定負債

長期借入金 1,691,788 1,081,580

退職給付引当金 1,165,682 1,203,497

その他 273,631 273,347

固定負債合計 3,131,101 2,558,425

負債合計 15,662,667 14,462,576

純資産の部

株主資本

資本金 6,923,075 6,923,075

資本剰余金 7,440,327 7,440,327

利益剰余金 21,096,414 21,334,711

自己株式 △1,521,408 △1,521,304

株主資本合計 33,938,408 34,176,809

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 162,546 77,121

為替換算調整勘定 △1,344,560 △1,324,576

評価・換算差額等合計 △1,182,013 △1,247,455

純資産合計 32,756,394 32,929,354

負債純資産合計 48,419,062 47,391,931
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成21年１月１日
　至　平成21年３月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成22年１月１日
　至　平成22年３月31日)

売上高 9,252,751 11,168,268

売上原価 6,831,310 7,442,945

売上総利益 2,421,440 3,725,323

販売費及び一般管理費 ※1
 2,906,584

※1
 3,019,853

営業利益又は営業損失（△） △485,143 705,470

営業外収益

受取利息 7,821 4,885

その他 34,364 25,075

営業外収益合計 42,185 29,961

営業外費用

支払利息 34,071 21,606

為替差損 23,159 3,312

製品補償費用 32,005 －

その他 13,990 1,411

営業外費用合計 103,227 26,331

経常利益又は経常損失（△） △546,185 709,100

特別利益

貸倒引当金戻入額 3,575 1,117

特別利益合計 3,575 1,117

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△542,610 710,218

法人税等 ※2
 135,293

※2
 262,244

四半期純利益又は四半期純損失（△） △677,903 447,973
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成21年１月１日
　至　平成21年３月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成22年１月１日
　至　平成22年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四
半期純損失（△）

△542,610 710,218

減価償却費 906,394 748,196

貸倒引当金の増減額（△は減少） 40,583 △2,755

退職給付引当金の増減額（△は減少） 11,511 △37,901

受取利息及び受取配当金 △7,821 △4,885

支払利息 34,071 21,606

売上債権の増減額（△は増加） 1,806,369 △1,202,234

たな卸資産の増減額（△は増加） △217,589 △1,279,396

仕入債務の増減額（△は減少） △1,584,906 212,173

その他 51,061 408,810

小計 497,064 △426,168

利息及び配当金の受取額 6,561 6,260

利息の支払額 △36,169 △22,399

法人税等の支払額 △644,425 △124,459

営業活動によるキャッシュ・フロー △176,969 △566,765

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △648,164 △426,079

無形固定資産の取得による支出 △51,763 △5,162

その他 732 △21,651

投資活動によるキャッシュ・フロー △699,195 △452,893

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △130,807 －

長期借入れによる収入 500,000 1,001,040

長期借入金の返済による支出 △376,169 △315,692

配当金の支払額 △685,950 △686,905

その他 △818 △103

財務活動によるキャッシュ・フロー △693,746 △1,661

現金及び現金同等物に係る換算差額 124,415 △46,071

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,445,494 △1,067,391

現金及び現金同等物の期首残高 10,752,065 11,887,019

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 9,306,570

※
 10,819,627
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

該当事項はありません。

【簡便な会計処理】

 
当第１四半期連結会計期間
（自　平成22年１月１日
至　平成22年３月31日）

１．たな卸資産の評価方法 当第１四半期連結会計期間末におけるたな卸高の算出に際しては、実地た

な卸を省略し、前連結会計年度末の実地たな卸高を基礎として合理的な方法

により算定する方法によっております。

２．固定資産の減価償却費の算定

方法

減価償却の方法として定率法を採用している固定資産については、当連結

会計年度に係る減価償却費の額を期間按分して算定する方法によっており

ます。

３．繰延税金資産及び繰延税金負

債の算定方法

繰延税金資産の回収可能性の判断については、前連結会計年度末以降に経

営環境等および一時差異の発生状況に著しい変化が無いと認められる場合

に、前連結会計年度末において使用した将来の業績予測やタックスプランニ

ングを利用する方法により算定しております。
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【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

 
当第１四半期連結会計期間
（自　平成22年１月１日
至　平成22年３月31日）

税金費用の計算 一部の海外連結子会社において、税金費用については、当第１四半期連結

会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用

後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を

乗じて計算しております。

なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。 

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

該当事項はありません。

（四半期連結損益計算書関係）

前第１四半期連結累計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年３月31日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成22年１月１日
至　平成22年３月31日）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金

額は次のとおりであります。

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金

額は次のとおりであります。

貸倒引当金繰入額 48,942千円

給料及び賞与 740,090　

役員賞与引当金繰入額 12,500　

退職給付費用 36,090　

技術研究費 695,330　

　

給料及び賞与 769,982千円

役員賞与引当金繰入額 12,500　

退職給付費用 18,276　

技術研究費 698,874　

　

※２　法人税、住民税及び事業税と法人税等調整額は

法人税等として一括掲記しております。

　

※２　法人税、住民税及び事業税と法人税等調整額は

法人税等として一括掲記しております。
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第１四半期連結累計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年３月31日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成22年１月１日
至　平成22年３月31日）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額との関

係

　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期

連結貸借対照表の現金及び預金勘定の残高は一

致しております。 

 

同　　　左 

（株主資本等関係）

当第１四半期連結会計期間末（平成22年３月31日）及び当第１四半期連結累計期間

（自　平成22年１月１日　至　平成22年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数

株式の種類
第１四半期連結

会計期間末
　

普通株式（株） 28,235,000　

２．自己株式の種類及び株式数

株式の種類
第１四半期連結

会計期間末
　

普通株式（株） 784,248　

３．新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

４．配当に関する事項

配当金支払額 

決議 株式の種類
配当金の総額

（千円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年３月30日

定時株主総会
普通株式 686,271 25 平成21年12月31日平成22年３月31日利益剰余金
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

 

前第１四半期連結累計期間
(自　平成21年１月１日
　至　平成21年３月31日)

写真関連
事業（千円）

レンズ関連
事業（千円）

特機その他
事業（千円）

計
（千円）

消去又は全社
（千円）

連 結
（千円）

売上高       

(1）外部顧客に対する

売上高
4,926,0302,672,0771,654,6439,252,751 － 9,252,751

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高
－ － － － － －

計 4,926,0302,672,0771,654,6439,252,751 － 9,252,751

営業利益又は

営業損失（△）
204,954△389,023177,298△6,770(478,373)△485,143

　

 

当第１四半期連結累計期間
(自　平成22年１月１日
　至　平成22年３月31日)

写真関連
事業（千円）

レンズ関連
事業（千円）

特機その他
事業（千円）

計
（千円）

消去又は全社
（千円）

連 結
（千円）

売上高       

(1）外部顧客に対する

売上高
6,772,7932,547,4781,847,99711,168,268 － 11,168,268

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高
－ － － － － －

計 6,772,7932,547,4781,847,99711,168,268 － 11,168,268

営業利益 537,278370,540254,0741,161,893(456,423)705,470

（注）１．事業区分の方法

各事業区分の主要製品は次のとおりです。

事業区分 主要製品

写真関連事業 一眼レフカメラ用交換レンズ

レンズ関連事業
ビデオカメラ用レンズ、デジタルカメラ用レンズ、携帯電話用レンズユ

ニット

特機その他事業
ＣＣＴＶカメラ用レンズユニット、車載用レンズ、精密金型、精密プラ

スチック成形品、原器、各種光学用デバイス部品等

２．会計処理の変更

前第１四半期連結累計期間　

（棚卸資産の評価に関する会計基準）

当第１四半期連結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号　平成18年

７月５日公表分）を適用しております。

この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、営業利益は、「写真関連事業」で61,505千円、「特機

その他事業」で11,377千円それぞれ減少し、営業損失は、「レンズ関連事業」で22,787千円増加しておりま

す。
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【所在地別セグメント情報】

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成21年１月１日
　至　平成21年３月31日)

 
日　本
（千円）

北　米
（千円）

欧　州
（千円）

アジア
（千円）

計
（千円）

消去又は全社

（千円）
連　結
（千円）

 売上高                             

（1）外部顧客に対

する売上高
6,041,6981,061,1761,585,406564,4699,252,751 － 9,252,751

（2）セグメント間

の内部売上高
2,094,4722,835 － 3,904,2476,001,555(6,001,555)－

計 8,136,1711,064,0121,585,4064,468,71615,254,307(6,001,555)9,252,751

営業利益又は

営業損失（△）
△430,642△18,12891,465201,350△155,955(329,188)△485,143

　

 
当第１四半期連結累計期間
(自　平成22年１月１日
　至　平成22年３月31日)

 
日　本
（千円）

北　米
（千円）

欧　州
（千円）

アジア
（千円）

計
（千円）

消去又は全社

（千円）
連　結
（千円）

 売上高                             

（1）外部顧客に対

する売上高
7,648,794995,2201,673,295850,95811,168,268－ 11,168,268

（2）セグメント間

の内部売上高
2,259,594 － － 5,438,8057,698,399(7,698,399)－

計 9,908,389995,2201,673,2956,289,76318,866,668(7,698,399)11,168,268

営業利益 813,23612,91994,057523,9201,444,133(738,663)705,470

（注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２．本邦以外の区分に属する地域の内訳は次のとおりであります。

①　北米………………米国

②　欧州………………ドイツ、フランス

③　アジア……………香港、中国

３．会計処理の変更

前第１四半期連結累計期間　

（棚卸資産の評価に関する会計基準）

当第１四半期連結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号　平成18年

７月５日公表分）を適用しております。

この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、営業利益は、「欧州」で363千円、「アジア」で

34,452千円それぞれ減少し、営業損失は、「日本」で60,853千円増加しております。
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【海外売上高】

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成21年１月１日
　至　平成21年３月31日)

　

 北　米 欧　州 アジア 計 　

Ⅰ　海外売上高（千円） 1,113,3271,720,4762,793,0255,626,829　

Ⅱ　連結売上高（千円） 　 　 　 9,252,751　

Ⅲ　連結売上高に占める

海外売上高の割合（％）
12.0 18.6 30.2 60.8

　

　

　

 
当第１四半期連結累計期間
(自　平成22年１月１日
　至　平成22年３月31日)

　

 北　米 欧　州 アジア 計 　

Ⅰ　海外売上高（千円） 1,274,6681,812,8405,080,3418,167,849　

Ⅱ　連結売上高（千円） 　 　 　 11,168,268　

Ⅲ　連結売上高に占める

海外売上高の割合（％）
11.4 16.2 45.5 73.1

　

　

（注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２．各区分に属する地域の内訳は次のとおりであります。

・北米　　………　　米国、カナダ

・欧州　　………　　ドイツ、イギリス、フランス、北欧等

・アジア　………　　香港、中国等

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第１四半期連結会計期間末
（平成22年３月31日）

前連結会計年度末
（平成21年12月31日）

１株当たり純資産額 1,193.28円 １株当たり純資産額 1,199.58円

２．１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額等

前第１四半期連結累計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年３月31日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成22年１月１日
至　平成22年３月31日）

１株当たり四半期純損失金額 24.70円 １株当たり四半期純利益金額 16.32円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額に

ついては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在

株式が存在しないため記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額に

ついては、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

（注）１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりで

あります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年３月31日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成22年１月１日
至　平成22年３月31日）

四半期純利益又は四半期純損失（△）

（千円）
△677,903 447,973

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益

又は四半期純損失（△）（千円）
△677,903 447,973

期中平均株式数（株） 27,450,915 27,450,788

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成21年５月12日

株式会社タムロン

取締役会　御中

監査法人和宏事務所

 
代表社員
業務執行社員

 公認会計士 大嶋　豊　　　印

 業務執行社員  公認会計士 坂本　恒夫　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社タムロンの

平成21年１月１日から平成21年12月31日までの連結会計年度の第１四半期連結累計期間（平成21年１月１日から平成21年

３月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結

キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査

法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社タムロン及び連結子会社の平成21年３月31日現在の財政状態並

びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと

信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

追記情報

　四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更、会計処理基準に関する事項の変更（１）に記載されて

いるとおり、通常の販売目的で保有するたな卸資産については、従来、会社は主として月別移動平均法による原価法、海外連

結子会社は主として先入先出法による低価法を採用していたが、当第１四半期連結会計期間より、主として月別移動平均法

による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）を採用することに変更した。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以　上

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成22年５月12日

株式会社タムロン

取締役会　御中

監査法人和宏事務所

 
代表社員
業務執行社員

 公認会計士 髙木　快雄　　印

 業務執行社員  公認会計士 大塚　尚吾　　印

　

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社タムロンの

平成22年１月１日から平成22年12月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成22年１月１日から平成22年

３月31日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成22年１月１日から平成22年３月31日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レ

ビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社タムロン及び連結子会社の平成22年３月31日現在の財政状態並

びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと

信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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